
（単位：千円）

1

R6物価高騰対策重点支援給付金
事業

R7定額減税補足給付（不足額給
付）事業

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の生活
を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③R6,R7の累計給付金額
令和６年度住民税均等割非課税世帯　3,036世帯×30千円、子ども加算　310
人×20千円のうちR7計画分、
定額減税を補足する給付（うち不足額給付）の対象者　2,125人　(85,000千
円）　　
事務費　5,918千円
事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）　業務委託料　
人件費　その他　として支出]
④低所得世帯等の給付対象世帯数（3,036世帯）、
定額減税を補足する給付（うち不足額給付）の対象者数（2,125人）

R7.3 R7.7   90,918 介護福祉課

2
ひじまち物価高騰対策生活者支
援事業

①物価高騰に直面する生活者を支援するため、町民全員に商品券を配付す
る。
②需用費
③商品券1,000円×28,000人＝28,000千円
④町民全員

R7.6 R7.12   28,000 総務課

3
ひじまちKIRARIプレミアム商品
券事業（第6弾[令和7年]）（臨
交）

①物価高騰に直面する生活者に対する食料品等の購入支援及び地域経済の活
性化を図るためプレミアム付商品券を発行する。25,000冊（1冊13,000円うち
3,000円プレミアム付き）
②委託料、負担金
③・消耗品費 100,000円
・口座振込手数料 770,000円
・委託料 12,409,000　円
　 プロモーション業務委託料　4,850,000円
　 事業運営委託料　7,559,000円
・負担金　75,000,000円
   プレミアム分負担金　75,000,000円
計　88,279,000円
　　（その他財源　県補助金　56,639,000円）
④購入を希望する者
　町内者３冊まで、町外者１冊まで。

R7.12 R8.6   88,279 
まちづくり

推進課

令和７年度　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金実施計画

Ｎｏ 事業名称
事業の概要

①目的・効果　②交付金を充当する経費内容　③積算根拠　④事業の対象
事業
始期

事業
終期

 総事業費 担当課



4
物価高騰対策高齢者商品券配布
事業（臨交）

①エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けやすい高齢者に対し地
域商品券を配布することで、生活必需品等の購入を支援し、経済的負担の軽
減を図るとともに、地域内での消費を喚起し、地域経済の活性化に寄与する
ことを目的とする。
②人件費、需用費、手数料、委託料
③会計年度770,170円
　印刷製本費（商品券、店舗一覧リーフレット、封筒）1,455,000円
　封入封緘委託料1,566,000円
ゆうパック運送委託4,785,000円、事業者への支払委託　商品券5,000円×
8,700人分＝43,500,000円
計　52,076,170円
④日出町に住民票のある65歳以上の者　約8,700人

R8.3 R8.6   52,077 介護福祉課

№３～４の事業は令和8年度に繰越して実施


